
災害時の断ヰ匿療救護活動に関する協定書

福岡県(以下「甲Jという。)と一般社団法人福岡県議科痘師会(以下「乙jという。)は、災害時

における歯科患療救護活動について、次のとおり協定を締結する。

(趣旨)

第1条 この協定は、閣内において災害が発生した場合に、災害救助法(昭和22年10月18日法

律第118号)、災害対策基本法(昭和36年11月15日法律第223号)または福岡県地域防

災計額に基づき、甲が災害時に行う樹;陸疲救護活動に対する乙の協力に関し、必要な事項を定め

る。

(医療救護瑳の派遣)

第2条 甲は、災害救助法、災害対策基本法または福岡県地域防災計画に基づき、歯科陸療救護活動

を実施する上で、必要があると認めた場合は、乙に対し、断ヰ医疲救護班の編成及び派遣を要請す

るものとする。

2 乙は、前項の規定により甲から要請を受けた場合は、直ちに樹ヰ医療救護班を編成し、災害現場

等の救護所等に派遣するものとする。

3 乙が派遣する歯科医捺救護班は、原則として、県内において第4条に定める活動を行う。ただし、

申が必要と認めた場合には、県外において活動を行うことができる。

4 乙が派遣する歯科医疲救護班員は、派遣元である乙の職員として医療救護活動に従事する。

5 乙は、本県における災害において、緊急やむを得ない事情により、甲の要請を受ける前に盤科医

療救護班を編成し、派遣した場合は、速やかに申に報告し、その承認を得るものとする。この場合、

甲が承認した乙の謝科医療救護班は、申の要請に基づく歯科医竣救護班とみなすものとする。

(災害医療救護計回)

第3条 乙は、麟ヰ医療救護活動の円、滑な実施を障るため、断ヰ医療救護班の編成、派遣その他樹ヰ

医療救護の実施に関し、以下の項目を内容とする災害誌療救護計画を策定し、これを弔に提出する

ものとする。

(1)乙内部の鋲ヰ医療救護組織及び指揮命令系統

(2)各歯科医療救護組織の業務

(3)歯科医療救護活動の実施方法

ア 鮒診療所等の被災状況の把握、連絡体制、具体的応援要請、出動指令方式

イ 応援制佳成救護班を含めた歯科医療救護班の現地指揮者

ウ 携帯医薬品、医疲資器材等の内容

ェー断ヰ医療救護班の輸送体耕
オ訓練計画

カ その{也必要な事項

2 乙は、災害虫療救護計画を変更したときは、速やかに変更後の災害医療救護計画書を提出するも

のとする。

(歯科医療救護班の業務)

第4条 乙が派遣する酬吾療救護班は、甲又は市町村が避難所又は災害現場等に設霞する救護所に
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おいて、歯科医療救護を行うことを原則とする。

2 甲は、必要と認めた場合は、前項に規定する救護所のほか、被災地周辺の餅ヰ医療救護活動が可

能な医療機関に救護所を設置できる。

3 断据療救護斑の業務は、次のとおりとする。

(1)歯科援療を要する傷病者に対する応急措置

(2)前号の傷病者の収容脅科底穣機関への転送の要否及び転送}II則立の決定

(3)転送困難な患者及び軽易な患者に対する歯科治療・口腔衛生指導並びに被災住民に対する歯科

保健指導

(4)身元確認作業に関する協力

(歯科医療救護班に対する指揮命令等)

第ら条 乙が派遣する歯科医捺救護班に対する指揮合令及び歯科医療救護活動の逝1各調整は、甲が指

定する者が行うものとする。この場合、甲が指定する者は、乙が派遣する齢↓医療救護斑の意見を

尊重するものとする。

(歯科医療救護班の輸送)

第6条 申は、歯科涯療救護活動が円滑に実施できるよう、歯科医療救護班の輸送について、必要な

措置を講ずるものとする。

(医薬品等の供給)

第7条 乙が派遣する制服療救護斑が使用する医薬品等は、当該酬・医療救護班が携行するものの

ほか、甲が供給について必要な措置を講ずるものとする。

(搬送先医療機関の確保)

第8条 甲は、災害時における器療救護活動が円滑に行えるよう、県内の歯科を有する災害拠点病

院又は後方支援病院のほか必要な搬送先恋療機関に対して協力の要請を行うとともに、入院患者の

収容可能数等を把握し、乙に情報提供するものとする。

(罷療費)

第9条災害現場の救護所等における医療費は、無料とする。

2 後方での収容医療機関における医療費は、原期として患者負担とする。

(研修及び都練)

第10条 乙は、歯科・医疲救護に関する会員の研修に努めるとともに、甲から要請があった場合は、

甲が実施する合同訓練に協力するものとする。また、当該訓練の実施中に、傷病者が発生した場合

の詣科匝療救護を併せ担当するものとする。

(実費弁償等)

第11条 甲の要請に基づき、乙が歯科法療救護活動を実施した場合に必要な次の費用は、中が負担

するものとする。

(1)歯科医療救護班の編成及び派遣に必要な旅費及び日当

(2)歯科医療救護班が携符した医薬品等を使用した場合の援薬品等の実費
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(3)歯科医療救護班員が断ヰ医療救護活動において、負傷し、期需にかかり、又は死亡した場合の

扶助金

(4)救甑庁が設置された医療機関において、歯科医療救護活動により生じた施設及び設備の損傷に

ついての実費

(5)前各号に該当しない費用であって、この協定を実施するために必要とした実費

(補償)

第12条 甲は、乙が派遣する断ヰ医療救護班の歯車総療救護活動における事故等に対芯するため、

歯科医療救護班員を傷害保険に加入させるものとし、当該保険料を負担する。

(市町村及び郡市区歯科軍師会との調整)

第13条 甲は、災害対策基本法及び市町村地域防災計画等に基づき市町村が実施する歯科医療救護

活動が、この協定に準じて郡市区盤科医師会の協力を得て円滑に実施されるよう、市町村に対して

必要な調整を行うものとする。

2 乙は、前項の規定による市町村ーの歯科医療救護活動が円滑に実施されるよう、郡市区断ヰ医師会

に対し、必要な調整を行うものとする。

(細目)

第14条 この協定に定めるもののほか、この協定を実施するために必要な事項は、別に弔及び乙が

協議して定める。

(協議)

第15条 この協定に定めがない事項及びこの協定に関し疑義が生じた事項については、甲乙協議し

て定める。

(有効期間)

第16条 この協定の有効期間は、協定締結の日から起算して 1年間とする。

ただし、この協定の満了の日の iか月前までに、甲又は乙から何らの意思表示がないときは、

有効期間満了の日の翌日から起算して 1年間この協定は延長され、以降同様とする。

この協定の締結を証するため、協定書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自そのI通を保有す

るものとする。

なお、福岡県と社団法人福岡県齢1.医師会が平成10年9月18 Elに締結した「災害時のI耕医

療救護活動に関する協定書」については、本協定の締結をもって廃止する。

平成26年3月13日

甲福間県

代表者 福関県知事 小)11 

乙 一先生社団法人福岡県齢↓医師会

代表者 福詞県歯科医師会長 長谷
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